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現在は横浜スタジアムが建つ横浜公園。多くの
市民の命を救った場所でもある

現在は横浜スタジアムが建つ横浜公園は、関東大震災時に火災で焼き出
された多くの人々が避難し、命をつないだ場所でもあります。東京では
同じように多くの避難者が集まった被
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が火災旋風に巻き込ま
れ、悲劇の場所になったのに対して、横浜公園では周囲の樹木が火災旋
風を防いだことに加え、避難民が燃えやすい家財道具を持たず、着の身
着のままで逃げたことも功を奏したと言われています。

旧横浜市（現在の西区や中区を中心とした地域で面
積は現市域の10％程度）は、関東大震災による死者・
行方不明者が26,623人と、旧東京市に次いで被害が
多かった地域です。全潰住家15,537棟、半壊住家
12,542棟はいずれも旧東京市を上回っていることから
もその被害の大きさがわかります（数字はいずれも災
害教訓の継承に関する専門調査会報告書より）。

復興に際しては、震災で発生した大量の瓦礫を処理
しなければならず、その廃棄場所には横浜市山下町海
岸通地先の海面が指定されました。この震災瓦礫によ
る埋め立てを利用して、昭和5（1930）年に日本で最
初の臨海都市公園として開設されたのが、山下公園で
す。山下公園は関東大震災の復興事業の一環として生
まれた公園だったのです。

ホテル・ニューグランドに面する公園南側を正門とし
て、噴水を中心に花壇が配置され、左右にはパーゴラ
が設けられました。さらに噴水奥の護岸には、海側に楕
円形に張り出す形で石積みのバルコニーが設けられて
おり、正門の門柱や正門から西側の外柵などとともに、

開設当時の姿を現在に伝えます。また周囲より一段低い
「未来のバラ園」は、かつて船溜まりになっていた部分
で、氷川丸の横にある小さな橋が名残をとどめます。

昭和10（1935）年には公園内にて「復興記念横浜
大博覧会」が開催されているように、横浜における関
東大震災からの復興の象徴となりました。その際に公
園の目の前の海でクジラを泳がせたという逸話も残って
います。

現在では多くの観光客が集まる横浜の名所である山
下公園ですが、その足下に実は関東大震災で発生した
瓦礫が埋まっているという事実を知る人は多くないかも
しれません。関東大震災の発生から100年の今年、あ
らためて山下公園を訪れ、公園がそこにある意味に思
いを馳せてみてはいかがでしょうか。

大桟橋から見た山下公園。マリンタ
ワーや氷川丸などと並んで横浜を代
表する観光スポットになっている

開設当初の姿を残す山下公園

まだ工事中の山下公園（土木学会附属土木図書館提供）

旧版地図による震災
前後の地図。水上警
察署の位置は変わって
いないので、震災後
（右）には山下公園の
部分が埋め立てられて
いることがよくわかる

バルコニーバルコニー

正門正門

パーゴラパーゴラ

パーゴラパーゴラ

未来のバラ園未来のバラ園

噴水噴水
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Build Back Betterとは

横浜の代表的な観光スポット
である山下公園。周囲より一
段低い「未来のバラ園」はか
つて船溜まりになっていた部
分で、氷川丸の横にある小さ
な橋が名残をとどめます。

表紙写真
CONTENTS

不屈の大地 Build Back Betterの軌跡

関東大震災からの復興
大正12（1923）年・神奈川県

1

特集

関東大震災から100年②
～あの時その場所で何が起きていたのか～

3

防災リーダーと地域の輪　 第51回
12の町会が一体となって目指す

「災害に自立できる強い里づくり」
京都市　 大原自治連合会大原自主防災会

26

7 防災の動き
・仙台防災枠組中間レビュー・ハイレベル会合の概要
　について／内閣府防災（普及啓発・連携担当）… 7
・�防災意識向上の普及・啓発に向けて〜「地震防災

対策の現状調査に係る住民向けアンケート調査」
を実施〜／内閣府防災（防災計画担当、調査・

　企画担当）………………………………………… 10
・防災×テクノロジー官民連携プラットフォーム

（防テクPF）マッチング体験してみませんか？
　／内閣府防災（防災計画担当）…………………… 11
・津波警報等の視覚による伝達「津波フラッグ」
　／気象庁地震火山部……………………………… 12
・キキクル、噴火警報・噴火速報のプッシュ型通知
　サービスについて／気象庁総務部……………… 13
・「持続可能な地域づくりのための生態系を活用し
　た防災・減災(Eco-DRR)の手引き」の公
　表について／環境省自然環境局………………… 14
・「災害時における石綿飛散防止に係る取扱いマニ
　ュアル」の改訂について
　／環境省水・大気環境局………………………… 15
・�富士山ハザードマップ（ＨＭ）改定に伴う御殿場
　市の取り組みについて／静岡県御殿場市……… 16
・関東大震災発生100年を契機とした地震防災・減災
　の取組み／神奈川県くらし安全防災局…………… 19
・小田原市【関東大震災100年事業】
　／神奈川県小田原市……………………………… 20
・〜『防災』に“楽しい”や“美味しい”をプラス〜
　いたばし防災＋（プラス）プロジェクト
　／東京都板橋区…………………………………… 21
・未来の消防団員へ地域防災教育及び加入促進
　〜消防団と小学校が最強タッグ〜
　／兵庫県福崎町消防団…………………………… 22
・スマホで５分！簡単訓練！〜避難訓練OnLINE〜
　／大阪府藤井寺市………………………………… 23
・まんがやアニメで防災を楽しく学ぶ！
　／高知県危機管理部……………………………… 24
・熊本県防災センターが完成／熊本県知事公室… 25

「Build Back Better（より良い復興）」 とは、2015年3

月に宮城県仙台市で開催された「第3回国連防災世界会議」の

成果文書である「仙台防災枠組」の中に示された、災害復興段

階における抜本的な災害予防策を実施するための考え方です。

本シリーズでは、災害が発生した国内外の事例を紹介し、過去

の災害を機により良い街づくり、国土づくりを行った姿を紹介

いたします。
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不運だった当日の気象条件

江戸時代に幾度となく大火に襲われた江戸の町ですが、
明治維新以降は銀座レンガ街の建設をはじめ、東京防火令
の公布や都市計画法・市街地建築物法の施行などもあり、
大きな火災は減少していました。また関東大震災当時の警
視庁消防部は、最新技術を活用する消防組織となっていま
した。それでも同時多発的な火災と、地震による断水は想
定されておらず、結果的被害を食い止めることができませ
んでした。

東京市（当時）の火災は９月１日11時58分の地震発生
直後から発生し、延焼しながら９月３日午前10時に鎮火す
るまで46時間にわたって続きました。全出火点134か所
のうち即時消し止められたのが57か所で、消し残った77
か所が延焼火災となり、市域全面積の43.6%にあたる
34.7k㎡を焼き、多くの犠牲者を出すこととなりまし
た。特に不運だったのが当日の気象条件でした。日本海
には弱い台風があったことから、火災が発生した時間帯
には風速10mを越える強い風が吹いており、しかも南風
から西風、北風、再び南風と風向きが変わり続けたこと
が延焼範囲を拡大し、避難者の逃げ惑いを生じさせてし
まったのです。

令和5（2023）年は、大正12（1923）年に関東大震災（大正関東地震）が発生してから
100年という節目の年です。関東大震災の10万5,000人の犠牲者のうち9割が焼死
であったことからもわかるように、被害を大きくしたのは同時多発的に発生した火災
と、炎がもたらす火災旋風でした。本特集では当時東京や横浜に甚大な被害をもたら
した火災を中心に、「あの時その場所で何があったのか」を振り返ります。

～あの時その場所で何が起きていたのか～
関東大震災から100年 2

吉田初三郎「關東震災全地域鳥瞰圖繪」国際日本文化研究センター所蔵

悲劇の現場となった被
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両国駅の北に位置する現在の横網町公園はもともと陸軍
被服本廠があった土地ですが、関東大震災前年の大正11

（1922）年に赤羽に移転したことから、広い空き地と
なっていました。火災で焼け出された多くの人々が、安全
と思われていたこの被服廠跡地に避難してきていました。
広い空間ではあるものの、この時点で被服廠跡地は四方を
火災域に囲まれており、既に逃げ場のない状態になってい
ました。

特 集

東京市火災動態地図「日本橋」（内閣府）

神田和泉町・佐久間町神田和泉町・佐久間町

東京高等工業学校東京高等工業学校

被服廠跡地被服廠跡地

※火災以外の被害については「ぼうさい」106号をご覧ください。
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そこへ火災旋風が襲います。北側、東側、南側から次々
と火の手が迫ってきたことに加えて、隅田川の対岸にあっ
た東京高等工業学校を火元とする大規模な火災域から発生
した火災旋風が、川を越えて西側から襲ってきたことで、
被服廠跡地も炎に包まれることとなってしまいました。

さらに被害を大きくしたのが、避難者たちが持ち込んだ
家財道具などの可燃物でした。飛び火や火の粉で着火し、
折からの強風や火災旋風によりあっという間に被服廠跡地
は火の海になってしまいます。また、旋風は人や荷車、屋
根瓦、トタン板、石やレンガも空中に巻き上げたという証言
もあり、旋風そのものも犠牲者を増やしたと考えられます。

被服廠跡地では約3万8,000人もの命が奪われまし
た。周辺で亡くなり被服廠跡地に運び込まれた人も含め、
最終的に約4万人の遺体がこの場所で火葬されました。昭
和5（1930）年には同地に横網町公園が開園し、震災慰
霊堂が建てられて遺骨が収容されています。また翌年には
関東大震災とその復興を後世に伝えるための復興記念館が
完成しました。

その後第二次世界大戦の空襲により周囲は再び焦土と化
します。その後戦災による身元不明の遺骨を合祀する形で
慰霊堂は「東京都慰霊堂」と改称され、復興記念館ととも
に当時の悲劇を現在に伝えています。

被服廠跡地を襲う火災旋風の火元となった東京高等工業学校の被害の様子（土木学会附属土木図書館提供）と現在の学校跡地の様子。火災旋風は広い隅田川を越
えてやってきた

横網町公園に建つ東京慰霊堂と東京都復興記念館

写真上：一角だけ焼け残る奇
跡をもたらした旧和泉町ポン
プ場。1922年完成当時の姿
（土木学会附属土木図書館提
供 ） と 解 体 工 事 に 入 っ た
2023年6月現在の様子
写真右：神田和泉町に建てら
れた「防火守護地」の碑

奇跡的に延焼を逃れた神田和泉町・佐久間町

こうした広域の延焼を奇跡的に食い止めた地域がありま
す。火災動態地図で延焼地域の中で島のように空白域と
なっている神田和泉町・佐久間町です。この地域が延焼を
免れたのは住民たちの必死の消火活動もさることながら、
西側に秋葉原貨物駅、南側に神田川があり、北側と東側は
不燃建物に囲まれており木造密集市街地と接していなかっ
たこと、そして震災前年に完成したポンプ所の存在など、
いくつかの好条件が重なったことも幸運でした。

震災の記憶をとどめていた旧和泉町ポンプ所は2017
年にその役目を終え、奇しくも震災から100年目の
2023年、解体されることとなりました。

関東大震災から100年　 ～あの時その場所で何が起きていたのか～2
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特 集
～あの時その場所で何が起きていたのか～
関東大震災から100年 2

火災は東京同様に同時多発的に発生しました。出火地点
は市街地に集中しており、焼失面積およそ10k㎡の中に
177カ所もあることから、多くの人が逃げ場を失う形
で、空き地や橋などで焼死したケースが多く見られました。

一方で焼失地区内に位置している横浜公園には約6万人

関東大震災後の横浜市馬車道付近の様子・左奥に見えるドームは横浜正金銀
行（土木学会附属土木図書館提供）

関東大震災後の横浜市中心部の様子

現在の神奈川県立歴史博物館

多くの命を救った横浜公園

震源に近い横浜市では東京市以上に被害は大きく、住家
全壊棟数は約1万6,000棟と人口が5倍だった東京の約1
万2,000棟を上回っています。

横浜市火災延焼状況図（内閣府）

の避難者が集まり、53名が死亡したものの、公園内の樹
木や水道管の破裂により水があったことが延焼を防ぎ、多
くの人が助かりました。東京の被服廠跡地のケースと異な
り、周囲の火の回りが早かったことから避難民が家財道具
を持ち出せず、着の身着のまま避難してきたことも幸いし
たとされています。

また横浜正金銀行本店（現在の神奈川県立歴史博物館）
は地下1階、地上3階のレンガ及び石造りであり、窓など
の開口部には鉄扉が取り付けられていたことから、行員や
避難者340人を行内へ入れ、地下室に籠城し、炊事場の
汲み置きの水を飲むことができたことで、全員が生き残り
ました。

震災後の救済

震災発生翌日、政府は戒厳令の適用、非常徴発令の発令
を決定したものの、対応の本格化は3日の朝からでした。
東京府と東京市では庁舎構内にテント張りの非常災害救護
事務所を開設して対応にあたりました。大規模避難所と
なった公園での救護活動も開始しました。

日比谷公園では堀井戸全部に応急処置を施して、避難者
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に終夜給水を行ったほか、芝公園では、陸軍より支給の乾
パ ン１万6,000人 分、 同 公 園 水 泳 場 の 水 槽 内 の 水 約
8,000石が避難者に分配されました。その後日比谷公
園、上野公園などでも炊き出しが広がっていきます。

食糧・水の配給に続いて重要なのは避難民の収容です。
第一次的な方法として、学校、官

かん
公
こう

衙
が

、社寺境内や華族、
富豪などの大邸宅が開放され、陸軍や民間から借り入れた
天幕を収容所に充てることも行われました。こうした動き
は大規模避難場所へも広がっていきました。

その一方で、公的な避難所だけでは収容力に限界があり
ました。そこで第二次的な方法として、小学校の焼け跡や
公園など、あちらこちらでバラック収容所が建設されてい
きました。

郊外への影響

東京では火災旋風から逃れようと隅田川に飛び込んで水
死した人も多数いました。震災から数日後には、品川町か
ら大井町にかけての海岸に多数の水死者が流れ着きまし
た。こうした遺体は両町で順次火葬され、後に横網町公園
の慰霊堂に合葬されています。南品川の海蔵寺や、鈴ヶ森
の大経寺には、関東大震災時に海岸に流れ着いた死者のた
めの供養塔が建立され、現在も残ります。

また関東大震災をきっかけに、当時の郊外部には多くの
人たちが流入し、発展を遂げることになりました。震災前
の段階で東京市の人口は飽和状態にあり、多くの被災者が
郊外へ生活の拠点を求めたことから、隣接する北豊島、南
足立、南葛飾、荏原、豊多摩の郡町村の人口が爆発的に増
加しています。

現在の埼玉県さいたま市北区に盆栽町という町がありま
す。東京小石川周辺で盆栽業を営んでいた人たちが関東大
震災で被災したことを機に、煙や煤

すす
などで汚染された都心

を離れ、盆栽栽培に適した土や、清涼な水・空気のある広
い土地を求めてこの地区に集団移転してきたことで「大宮
盆栽村」が形成されたのです。その後盆栽は大宮市（現さ
いたま市）の地場産業として定着し、平成20（2008）
年にはさいたま市の伝統産業に指定されるに至っています。

南品川の海蔵寺に残る関東大震
災時に海岸に流れ着いた死者の
ための供養塔

さいたま市北区にある大宮盆栽村。関東
大震災をきっかけに盆栽はさいたま市の
地場産業として定着することとなった

ご紹介した例はほんの一部であり、関東大震災の遺構や
供養塔等の石碑は首都圏を中心に多く残されているほか、
郷土資料館等でも関連資料を見ることが可能です。また発
災から100年の本年は、さまざまな行事も予定されてい
ます。この機会に是非、関東大震災を振り返り、日頃の備
えに生かしていただければ幸いです。

関東大震災から100年　 ～あの時その場所で何が起きていたのか～2

震災後のバラックが建ち並
ぶ靖国神社境内（東京市
「THE RECONSTRUCTION 
OF TOKYO」より）と現在
の靖国神社参道

「関東大震災100年」特設ページについて
　内閣府防災担当では、関東大震災100年特設ページを
開設し、関東大震災の関連資料や報告書等を掲載するとと
もに、行政機関や各種団体等による関東大震災100年関
連行事の予定等を集約・発信しています。
　関東大震災100年の共通ロゴマークも設定しています
ので、関連する行事等において広く使用いただければと
思います。

https://www.bousai.go.jp/kantou100/index.html
ページ
特 設 関東大震災100年　共通ロゴマーク

（左記、特設ページから取得することができます）
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1　はじめに

⑴�　「仙台防災枠組中間レビュー・ハイレベル会合」

について

　「仙台防災枠組中間レビュー・ハイレベル会合」

は、我が国が主導して2015年に採択された「仙台防

災枠組2015−2030」の中間年に開催される点検会

合で、2023年５月18日～19日、アメリカ合衆国

（ニューヨーク）の国連本部にて開催されました。同

会合は、国連総会決議に基づいて国連総会議長が主催

するものであり、100以上の国から国家元首、閣僚

等をはじめとする代表者が出席し、2015年３月に仙

台市で開催された「第３回国連防災世界会議」以来、

８年ぶりの防災に関する国連ハイレベル会合となりま

した。我が国からは、中野英幸内閣府大臣政務官が出

席した他、内閣府、仙台市、国土交通省、外務省、東

北大学、独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）等から

参加しました。

仙台防災枠組中間レビュー・ハイレベル会合の仙台防災枠組中間レビュー・ハイレベル会合の
概要について概要について

内閣府（防災担当）普及啓発・連携担当

仙台防災枠組2015−2030

7 ぼうさい  令和五年　第107号

防災の

動き



⑵　「仙台防災枠組2015−2030」について

　「仙台防災枠組2015−2030」は、「兵庫行動枠組

2005−2015」の後継枠組として、前述の第３回国

連防災世界会議において採択された、現在の防災対策

の指針となるものです。同枠組では、期待される成果

と目標、指導原則、優先行動、関係者の役割や国際協

力等を規定しています。また、仙台防災枠組の成果と

ゴールの達成に向けた取組の進捗状況の評価を促進す

るため、７つのグローバルターゲットを設定していま

す（①死者数、②被災者数、③直接的経済損失、④重

要インフラの損害を大幅に減少させること、⑤防災戦

略採用国、⑥開発途上国への国際協力、⑦早期警戒及

び災害リスク情報へのアクセスを大幅に増加させるこ

と）。

2　今回会合の概要

⑴　開会式

　18日午前、クールシ第77回国連総会議長よりハイ

レベル会合の開会が宣言され、モハメッド国連副事務

総長及び水鳥国連事務総長特別代表（ＳＲＳＧ）兼国連

防災機関（ＵＮＤＲＲ）長より冒頭挨拶、女性市民団体

（ＷＥＤＯ）のムワナハミシ・シンガノ氏、本年２月に

発生したトルコ南東部を震源とする地震の被災者であ

るムスタファ・ケマル・キリンチ氏よりスピーチがな

されました。この後、クールシ国連総会議長は仙台防

災枠組中間レビューの政治宣言案を紹介し、各代表団

は同宣言を採択しました。

⑵　本会議

　開会式終了後、“人間と自然がともに歩む道を描く

（Charting liveable pathways for humans and 

nature）”というテーマのもと、本会議は開催されま

した。本会議では、ハンガリー、ガイアナ、トンガの

首相をはじめ、100を超える国・機関の代表がステー

トメントを発表し、各国の課題や仙台防災枠組に基づ

いたこれまでの取組、今後の推進の加速化ために必要

な取組等が表明されました。中野大臣政務官からは、

2030年の同枠組の目標達成に向けた我が国の取組と

して、今年が関東大震災から100年の節目であるこ

とも踏まえた国内防災対策の推進、「防災の主流化」

等の途上国支援の強化、「より良い復興」（ビルド・

バック・ベター）等の国際連携のさらなる推進を表明

しました。

本会議でステートメントを発表する中野大臣政務官

⑶　リーダーズ・ラウンドテーブル

　18日午前と午後の本会議の間に、ＵＮＤＲＲとクール

シ国連総会議長が共催するワーキングランチが開催さ

れました。同イベントでは10のテーブルごとにテー

マが設けられ、各テーブルには各国閣僚級や国際機関

関係者など10名程度が着席しました。中野大臣政務

官は“リスクを考慮した投資・防災資金の確保（Risk-

informed investment and financing DRR）”のテー

ブルに着席し、参加者と意見交換を行いました。

⑷　マルチステークホルダーパネル

　19日、４つのテーマに沿ってマルチステークホル

ダーパネルが開催され、パネル４“防災のローカライ

ズ（A collective responsibility - localising disaster 

risk reduction）”において、郡和子宮城県仙台市長が

パネリストとして登壇しました。郡市長からは、東北

大学災害科学国際研究所と連携した、仙台防災枠組の

独自の中間評価や防災教育などの取組を発表しまし

た。
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パネリストとして発表する郡市長

⑸　日本・インド共催サイドイベント

　18日午前、ハイレベル会合の公式サイドイベント

との位置づけである「Risk Reduction Hub」の一つ

として、仙台防災枠組の後半期における災害リスク削

減への投資を促進するため、本年のＧ７議長国の日本

とＧ20議長国のインドの共催（ＪＩＣＡが運営協力）に

より、「防災投資」をテーマとするイベントを開催し

ました。同イベントでは、中野大臣政務官から開会挨

拶を行い、日本・インドを含む６カ国が取組を発表し

ました。中野大臣政務官からは、江戸時代からの荒川

の付け替え工事、川越の商人たちによる火事に強い蔵

造りによる復興の取組を紹介しながら、防災投資を進

めることの重要性について発信しました。また、冒頭

では水鳥ＳＲＳＧもスピーチを行いました。

サイドイベントで開会挨拶を行う中野大臣政務官（左）

⑹　「国連水会議」サイドイベント

　18日午後、ハイレベル会合に合わせ、タジキスタ

ン政府や水と災害に関するハイレベルパネル（ＨＥＬ

Ｐ）等の主催により、本年３月に国連本部で開催され

た「国連水会議」（UN 2023　W ater Conference）の

成果と仙台防災枠組の連結をテーマとしたサイドイベ

ントが開催されました。日本からは草野国土交通省大

臣官房審議官、廣木政策研究大学院大学教授が登壇

し、国連水会議で日本が共同議長を務めたテーマ別討

議３「気候、強靱性、環境に関する水」の概要報告及

び昨年４月に熊本市で開催された「第４回アジア・太

平洋水サミット」での取組等を発表し、水の分野にお

ける防災の取組の重要性を訴えました。

サイドイベントで登壇した草野大臣官房審議官

⑺　閉会式

　19日夕方、水鳥ＳＲＳＧ、クールシ国連総会議長よ

り閉会挨拶がなされ、ハイレベル会合は閉会しました。

3　会合の成果

　採択された「政治宣言」では、日本からの意見も踏

まえ、官民による防災投資の加速化や、気候変動によ

る災害リスクの高まりの中での「より良い復興」の重

要性などが明記されました。なお、会合の成果は、Ｇ７

広島サミットのコミュニケにも明記され、日本として、

各国協調の下、引き続き国際防災協力の分野でリー

ダーシップを発揮していく姿勢を明らかにしました。

※参考：政治宣言　採択版（英語）

https://sendaiframework-mtr.undrr.org/publication/

political-declaration-high-level-meeting-midterm-

review-sendai-framework-disaster-risk

9 ぼうさい  令和五年　第107号

中央省庁



防災意識向上の普及・啓発に向けて防災意識向上の普及・啓発に向けて
～「地震防災対策の現状調査に係る住民向け～「地震防災対策の現状調査に係る住民向け
アンケート調査」を実施～アンケート調査」を実施～

内閣府（防災担当）防災計画担当、調査・企画担当

最近の地震防災対策の動き
　中央防災会議では、４つの大規模地震を対

象としており、地域の特性に応じて、国や地

方公共団体等では、対策が進められていると

ころです。特に、南海トラフ地震では、平成

26年に国の基本計画が策定され、今年度で

10年が経過することから、「南海トラフ巨大

地震対策検討ワーキンググループ」を設置

し、防災対策の進捗状況の確認や新たな防災

対策の検討をしています。

　また、地震・津波から命を守るためには、

住民一人ひとりが災害発生時の行動等に関し

て、意識を向けていただくとともに、日頃か

ら備えていただくことが重要です。

防災意識向上の
普及啓発に向けて

　内閣府では、津波からの早期避難に関する

普及・啓発の取組として、ポスター・チラシ

を作成しました。各地方公共団体や関係機関

等に周知のご協力をいただき、６月よりポス

ター・チラシを順次配布、データの提供をし

ております。

　また、災害に対して住民の方々がいだいて

いる防災意識の現状を把握するとともに、住

民の方々へ災害への備えを促すため、全国を

【問い合わせ先】
アンケート調査関係　�
内閣府（防災担当）防災計画担当
03−3501−6996 （直通）
ポスター・チラシ関係　�
内閣府（防災担当）調査・企画担当　
03−3501−5693（直通）

対象とした「地震防災対策の現状調査に係る住民向け

アンケート調査」を、７月より実施します。アンケー

ト調査の周知についても、事前に地方公共団体や関係

機関等にもご協力いただきましたが、読者の皆さまに

も周知にご協力いただけますと幸いです。アンケート

調査においては、皆様から頂いたご意見も踏まえなが

ら、今後の防災対策を推進してまいります。

中央防災会議が対象としている４つの大規模地震

津波からすぐに逃げよう！チラシ
https://www.bousai.go.jp/kyoiku/poster/tsunami.html
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防災×テクノロジー官民連携プラットフォーム防災×テクノロジー官民連携プラットフォーム
（防テクPF）（防テクPF）
マッチング体験してみませんか？マッチング体験してみませんか？

内閣府（防災担当）防災計画担当

　内閣府では、災害対応を行う地方公

共団体等が抱えるニーズと、民間企業

等が持つ先進技術のマッチングや、効

果的な活用事例の全国展開等を行うた

め、「防災×テクノロジー官民連携プ

ラットフォーム」（防テクPF）を設置

しています。その一環として、登録無

料のマッチングサイトを運営するとと

もに、マッチングセミナーを開催して

います。

　マッチングサイトは、地方公共団体

契機となるなど、ご好評いただいております。

　次回の第８回マッチングセミナーは、静岡県にて開

催（現地とオンライン（Zoom）併用）する予定で

す。日程等の詳細が決まり次第、マッチングサイト等

でお知らせします。

　マッチングサイトへのご登録がお済みでない方は、

この機会に是非ご登録ください。皆様の防テクPFへ

のご参加をお待ちしております。

【問い合わせ先】

内閣府政策統括官（防災担当）付　

参事官（防災計画担当）付

電話：03−3501−6996（直通）

【参考URL】

「防災×テクノロジー官民連携プラット

フォーム」（防テクPF）

マッチングサイト：https://www.bosaitech-pf.go.jp/

※�災害の発生状況等によって、マッチングセミナーの

開催日時や開催方式等を変更する可能性がございま

す。最新の情報は「マッチングサイト」等でお知ら

せします。

等には自団体が抱える防災上の課題やニーズを、民間

企業等には自社が保有する防災に有用な技術・サービ

スをそれぞれ登録していただくことで、サイトの登録

内容に興味がある団体同士のマッチングをサポートし

ています。サイト登録無料のマッチングサイトに、

ニーズや技術を登録して、お気軽にご活用ください。

マッチングサイトには、令和５年５月末時点で、

1,000団体以上（地方自治体等：約290団体、民間

企業等：約860団体）が登録しています。マッチン

グ事例も徐々に増加し、防テクPFを通じ89件のマッ

チング事例が生まれております。

　令和５年６月1日には第７回マッチングセミナーを

高知県高知市で開催し、現地103人、オンライン

142人と多くの方にご参加いただきました。本セミ

ナーでは、地方公共団体が防テクPFを活用して技術

の導入まで至った事例や、防災に関し地方公共団体が

構築する官民ネットワークの取組を紹介しました。ま

た、防災に関する課題やニーズを抱えている地方公共

団体等と、技術を持つ民間企業等が、一対一で直接相

談できる個別相談会を実施しました。

　これらの取組により、地方公共団体等にとっては先

進技術を知る機会になるとともに、民間企業等にとっ

ては地方公共団体への技術の紹介や地方公共団体の課

題を把握できる機会となることで、新たな導入事例の
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津波警報等の視覚による伝達「津波フラッグ」津波警報等の視覚による伝達「津波フラッグ」

気象庁地震火山部地震津波監視課地震津波防災推進室

　大津波警報、

津波警報、津波

注 意 報（ 以 下

「津波警報等」

という）は、テ

レビやラジオ、

携帯電話、防災

行 政 無 線、 鐘

等、様々な手段

で 伝 達 さ れ ま

す。一方で、海

水浴場等におい

ては、聴覚によ

る伝達手段と比

較して視覚による伝達手段の導入が進んでおらず、聴

覚障害者や遊泳中の方への情報伝達が課題となってい

ました。このため、気象庁では、令和２年６月に、津

波警報等を視覚的に伝達する手段として新たに「津波

フラッグ」を定めました。

　津波フラッグは、長方形を四分割した、赤と白の格

子模様のデザインで、主に船舶間の通信に用いられ

「貴船の進路に危険あり」を意味する国際信号旗であ

る「U旗」と同様のデザインとしています。U旗は、

海外では海からの緊急避難を知らせる旗として多く用

いられています。津波フラッグを用いることで、聴覚

に障害のある方や外国の方、波音や風で音が聞き取り

にくい遊泳中の方などにも津波警報等の発表をお知ら

せできます。

　津波フラッグは、海岸や津波避難ビル等においてラ

イフセーバー等により掲示されます。また、海岸近く

の建物から垂れ下げられる場合もあります。

　気象庁では、津波フラッグの認知度向上のためのコ

ンテンツの充実をはじめ、聴覚障害者や遊泳中の方の

避難について、これを担う自治体や地域に寄り添った

取組を進めています。

　気象庁と公益財団法人日本ライフセービング協会と

は、津波フラッグの一層の普及に向けた連携を強化す

ることを目的とした協定を締結しており、令和３年度

に映像資料「津波フラッグは避難の合図」、令和４年

度にはマンガ小冊子「『津波フラッグ』をおぼえよ

う！！」を共同制作してホームページや気象庁の

YouTubeチャンネルで公開しています。この他、地

方気象台と各都道府県ライフセービング協会等におい

ても連携を強化して、各都道府県独自の取組を行って

います。

　また、令和４年度にはヤフー株式会社との連携によ

り、津波警報等の情報や津波フラッグについてわかり

やすく説明した図解を制作して、ホームページや

Twitterなどでの広報に活用しています。

　気象庁では、より多くの海水浴場等で津波フラッグ

が活用されるよう、また、より多くの方々に津波フ

ラッグを覚えていただけるよう、全国的に津波フラッ

グの周知・普及活動に取り組んでいます。

　海辺で津波フラッグが振られていたり掲示されてい

るのを見かけたら、それは津波警報等が発表されたこ

とを知らせる合図です。すぐに避難しましょう。

気象庁ホームページ_津波フラッグ

https://www.data.jma.go.jp/eqev/data/

tsunami_bosai/tsunami_bosai_p2.html

ヤフー株式会社制作の図解 マンガ小冊子「「津波
フラッグ」をおぼえ
よう！！」

津波フラッグ掲示の様子
（日本ライフセービング協会提供）

12ぼうさい  令和五年　第107号

中央省庁

防災の

動き



気象庁 ⺠間事業者

A市では
警戒レベル４
相当に情報

○○⼭ 噴⽕速報
＜○○⼭で噴⽕が発⽣＞

キキクル、噴火警報・噴火速報のプッシュ型通知サービスについて

キキクル、噴火警報・噴火速報のキキクル、噴火警報・噴火速報の
プッシュ型通知サービスについてプッシュ型通知サービスについて

気象庁総務部企画課防災企画室

　気象庁では、災害の危険度を「早い段階から」「地
域をより絞って」情報を伝えるため、浸水や洪水、土
砂災害の危険度を５段階で表示する「キキクル（大
雨・洪水警報の危険度分布）」を発表しています。こ
れと併せて、気象庁では民間事業者と連携して、自分
が登録した地域がキキクルで危険度が高まった場合や
警報等が発表された場合に自動で通知するサービスを
提供しています。
　また、噴火災害についても、噴火警報や噴火速報が
発表された場合に自動で通知するサービスが民間の事
業者から提供されています。
　何も起きていない平時からプッシュ型通知サービス
を登録しておき、いざという時の避難や備えの判断に
活かしてください。

関連URL：�https://www.jma.go.jp/jma/kishou/
know/bosai/push_tsuchi.html

⑴�　キキクル（大雨・洪水警報の危険度分布）の通知
サービス

　土砂災害や洪水災害からの自主避難の判断に役立て
ていただくための「キキクル（大雨・洪水警報の危険
度分布）」について、危険な場所からの避難が必要とさ
れる警戒レベル４に相当する「危険」（紫）などへの
危険度の高まりをプッシュ型で通知するサービスです。
　事業者によっては、キキクルの危険度の高まりのほ
か、大雨や大雪などの注意報・警報・特別警報、土砂
災害警戒情報の発表についても通知するサービスを提

供しています。

関連URL：�https://www.jma.go.jp/jma/kishou/
know/bosai/ame_push.html

⑵　噴火警報・噴火速報のプッシュ型通知サービス
　気象庁では、噴火災害軽減のため全国111の活火
山を対象に、噴火に伴って生命に危険を及ぼす火山現
象の発生が予想される場合やその危険が及ぶ範囲の拡
大が予想される場合に、「警戒が必要な範囲」（生命に
危険を及ぼす範囲）を明示し噴火警報を発表していま
す。
　また、登山者や火山周辺の住民に対し、火山が噴火
したことを端的にいち早く伝え、身を守る行動を取っ
ていただくために、噴火速報を発表しています。これ
は、噴火が発生した事実を速やかにお知らせするた
め、火山名と噴火した時間のみの情報です。
　これら噴火警報や噴火速報をプッシュ型で通知する
サービスが事業者から提供されています。
　キキクルと同様に平時からプッシュ型通知サービス
を登録しておき、いざという時の避難や備えの判断に
活かしてください。

関連URL：�https://www.data.jma.go.jp/vois/data/
tokyo/STOCK/kaisetsu/volinfo.html

　　　　　�https://www.data.jma.go.jp/vois/data/
tokyo/STOCK/kaisetsu/funkasokuho/

funkasokuho_toha.html
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「持続可能な地域づくりのための生態系を活用した「持続可能な地域づくりのための生態系を活用した
防災・減災(Eco-DRR)の手引き」の公表について防災・減災(Eco-DRR)の手引き」の公表について

環境省自然環境局自然環境計画課生物多様性戦略推進室

1�　生態系を活用した防災・減災がな
ぜ注目されるのか

　近年、国際的に、自然を様々な社会課題の解決に活

用することが注目されています。特に生物多様性の保

全や気候変動対策の議論において、自然への取組が単

一の利益だけでなく、防災、気候変動、社会経済や人

の健康などに対して複数の利益をもたらすことが認識

され、費用対効果が高い施策として期待されていま

す。気候変動により災害が激甚化する中で、自然を保

護する対象としてだけでなく、自然には効果的な維

持・活用の方法があることを再認識した事例も増えて

きています。

２�　生態系を活用した防災・減災(Eco-
DRR)の手引きの策定

　生態系を活用した防災・減災（Ecosystem-based 

Disaster Risk Reduction）の考え方は、日本では古く

からの伝統的知識として根付いてきました。遊水地等

による雨水の貯留や海岸防災林・マングローブ林・サ

ンゴ礁による高潮・津波の減衰など、自然を防災・減

　環境省では、近年の自然災害の激化等を踏まえ、生

態系が持つ多面的機能を防災・減災に活用する考え方

であるEco-DRRについて、現場での実装を支援する

ために、「持続可能な地域づくりのための生態系を活

用した防災・減災(Eco-DRR)の手引き」を作成し

ました。Eco-DRRを推進するにあたって、そのポテ

ンシャルがあると考えられる場所を可視化する「生態

系保全・再生ポテンシャルマップ」の作成方法や活用

方法を示したものです。

※�持続可能な地域づくりのための生態系を

活用した防災・減災(Eco-DRR)の手引き

　�https://www.env.go.jp/press/press_01389.html

３　自然がもたらす恵みを再認識する
　環境省では、Eco-DRRの推進により、自然災害に

対するレジリエントな地域づくりと生物多様性保全の

両立に貢献するため、手引きの活用も含めた自治体へ

の伴走支援を予定しております。こうした取組を通じ

てより良い自然を残し、回復させ、またその価値を高

める取組を進めて参ります。

災に活用している事例

は多くあります。さら

に、その事例の中に

は、防災・減災や生物

多様性の保全に寄与す

るだけではなく、地域

に自然と触れ合う場を

提供するといった社会

的な効果や、エコツー

リズムの実施等による

経済的な効果など、幅

広い社会・経済効果を

生み出している事例も

あります。

森林による水源の
涵養

水田やため池によ
る雨水の貯留

雨庭による雨水の
浸透やヒートアイ
ランド現象の緩和
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「災害時における石綿飛散防止に係る「災害時における石綿飛散防止に係る
取扱いマニュアル」の改訂について取扱いマニュアル」の改訂について

環境省水・大気環境局環境管理課環境汚染対策室

１　背景・経緯
　災害時には、石綿含有建材が使用されている建築物

等が倒壊・損壊して外部に露出することにより石綿が

飛散し、住民や災害対応の従事者がばく露するおそれ

があります。また、多数の被災建築物等の解体・改

造・補修工事や大量の廃棄物処理が行われることか

ら、適切な飛散防止措置が講じられない場合には、平

常時以上に石綿の飛散・ばく露の可能性が高まること

が懸念されます。

　このような災害時における石綿の飛散及びばく露を

防止するため、環境省では、「災害時における石綿飛

散防止に係る取扱いマニュアル」（以下「災害時マ

ニュアル」という。）を作成しており、令和２年の大

気汚染防止法の改正等を踏まえて令和５年４月に改訂

を行いました。

２　災害時マニュアルの主な内容
⑴　平常時における準備

　平常時に建築物等における石綿使用状況を把握して

おくことで、災害発生時の迅速な石綿飛散・ばく露防

止に係る応急対応に活用することができます。そのた

め、地方公共団体は、平常時から建築物等の石綿使用

状況について、既存の届出情報の収集やアンケート調

査などにより把握に努めることとしています。

⑵　災害発生時の応急対応等

　地方公共団体は、住民に対し、むやみに被災建築物

等に近づかないこと、被災建築物付近で作業を行う場

合は防じんマスクを装着することなどを周知するとと

もに、被災建築物等の石綿露出状況等の把握に努め、

必要に応じて応急措置を行うこととしています。

⑶　その他

　住民の不安の解消や適切な石綿飛散防止措置を促す

観点から実施する環境モニタリング、立入が困難な被

災建築物の解体に当たっての留意事項、仮置場での石

綿含有廃棄物の取扱い、水害等により発生した混合廃

棄物に関する留意事項なども示しています。

■�災害時における石綿飛散防止に係る取扱いマニュア

　ル

　�https://www.env.go.jp/air/asbestos/

saigaiji_manual.html

地震による損壊建物
出典：熊本県災害廃棄物処理実行計画〜第１版〜（熊本県）

混合廃棄物の手選別作業の様子
出典：環境省災害廃棄物対策情報サイト
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富士山ハザードマップ（ＨＭ）改定に伴う富士山ハザードマップ（ＨＭ）改定に伴う
御殿場市の取り組みについて御殿場市の取り組みについて

静岡県御殿場市危機管理課

　令和３年３月、国、県（静岡・山梨・神奈川３県）、

27市町村を始め、火山専門家などで構成される富士

山火山防災対策協議会の富士山ハザードマップ検討委

員会により、17年ぶりに富士山噴火を想定した火山

防災対策の基礎となる富士山ハザードマップ（以下、

「ＨＭ」）が改定されました。

　また、本年３月に同協議会は「火山噴火による逃げ

遅れ０（ゼロ）」を目指す富士山火山避難基本計画を

公表、「いのちとくらしも守る」という基本方針が示

され、溶岩流の影響を受ける自治体はそれぞれの地域

の特性を踏まえた地域防災計画の見直し、そして避難

計画を策定することとなりました。

　富士山の東麓に位置し、人口約８万５千人、年間約

1,400万人の観光客が訪れ、多くのホテル・ゴルフ

場などの観光施設が点在する高原都市である御殿場市

も、協議会の計画に基づき、現在試行錯誤を重ねなが

ら避難計画を策定中であります。

　当市は常日頃、防災・減災のスローガンとして「地

を知り、危険を知り、我を知り、大切な市民の命を守

る！」を掲げ、地形の分析と活用に留意し、「静的な

地形×動的な気象＝災害、災害×人・物×時間×運＝

被害」を被害発生の方程式として定義付け、業務を

行っています。本誌では、富士山噴火に伴う避難構

想、特に当市の地形上の最大の特性である『分水嶺』
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（小高い尾根）を活用した溶岩流からの避難要領につ

いて、その一端をご紹介したいと思います。

　前回のＨＭと改定版の最大の違いは「溶岩流の流れ

方」であり、前回のマップでは溶岩流がほぼ横一線に

流れて市街地に到達するのに対し、改訂版は新たな科

学的知見などを踏まえ、それぞれの地域の地形、起伏

が厳密に反映され、溶岩流が流れて来る地域と流れて

来ない地域、流れて来る地域の範囲と到達時間などが

極めて細やかに記載されている点にあります。

　御殿場地域の溶岩流の流れを見ると、富士山から箱

根外輪山にかけ広がる、当市のほぼ中央を東西に走る

約７㎞の分水嶺、特に分水嶺に沿って走る県道23号

線、通称滝ヶ原街道沿いの標高634.5ｍ地点の桜公

園バス停付近を起点として、溶岩流がものの見事に北

と南に分かれて流れる状況が分かります。

　改定ＨＭの種類は、溶岩流の量に応じて大規模

（13億㎥）×69、中規模（２億㎥）×91、小規模

(2千万㎥)×92、計大中小252ヶ所の想定火口点か

ら流れる溶岩流の一つ一つの流下パターン（到達範

囲・時間）を表したドリルマップと252パターンす

べてを重ね合わせ、同一時間内に最も遠くまで到達す

る地点を結んだエリアを示した可能性マップの２種類

からなり、当市に流れるパターンは38パターンとな

ります。

　また、この38のパターンは分水嶺により、分水嶺

の北側のみ（パターンＡ）、北・南両側（パターン

Ｂ）、そして南側のみ（パターンＣ）に分かれる３つ

の流下パターンに区分できることも明らかになりまし

た。

　当市は行政上６つの地域（支所）と59の自治会

（区）に区分されていますが、今回分水嶺に連なる箱

根山側の丘陵、JR御殿場駅から東名御殿場I.C周辺の

デルタエリアに位置する7つの区だけは、地形上大中

小いずれの規模のパターンでも溶岩流が流れてこない

ことも分かりました。

　避難計画を作成するに当たりこの点に着目し、それ

ぞれの流下パターンに応じて噴火時の避難要領を検討

することとし、全く北側しか流れない場合は、7つの

区と分水嶺の南に位置する30区のエリアに避難（Ａ

号計画）、北・南に分離して流れる場合は、7つの区

と当市の北に位置する小山町と南に位置する裾野市方

向、そして災害時の相互応援に関する協定を締結して

いる神奈川県箱根町方面など隣接市町方向に避難（Ｂ

号計画）、全く南側しか流れない場合は、7つの区と

分水嶺の北に位置する22区のエリアに避難（Ｃ号計

画）、という市内、市外広域に避難する基本構想を考

案しました。
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　大中小38の流下パターンにより溶岩流到達時間・

範囲が異なり、被害を受ける地域・避難者数も異なり

ます。最も避難者が多く発生するパターンはＬ

（Large）33番であり、この場合当市の約65％の市

民、約5.5万人が避難せざるを得ない状況となること

から、今後このパターンを最悪のケースとし、避難計

画を策定することとなります。

　市民、特に災害時避難行動要支援者の避難後の暮ら

しを確実に守るとの観点で、可能な限り市内避難を追

求したいことから、市内、特に7つの区のデルタエリ

アを中心に公民館、小中学校などの指定避難所、ある

いは観光都市の特性を活かし、ホテル・旅館などの宿

泊施設、大型集客施設、またゴルフ場などの屋外施設

を活用するとともに、市外への広域避難においては、

避難パターンによる隣接市町村との調整（避難所受入

れ）、県の全般統制と直接的支援（輸送・物資支援）

と、また国の総合的支援が必要であり、今後関係機関

と密接に連携し、今年度末を目標に具体的かつ実効性

ある避難計画を完成させたいと考えます。

【検索】防災ＤＸ『富士山ＨＭ改定に伴う御殿場市の取

り組みについて』

https://www.city.gotemba.lg.jp/anzen/

a-p-info/a-p-info-01/2400.html
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関東大震災発生100年を契機とした関東大震災発生100年を契機とした
地震防災・減災の取組み地震防災・減災の取組み

神奈川県くらし安全防災局防災部危機管理防災課

１　はじめに
　関東大震災発生から今年で100年目を迎えます。

　神奈川県は地震の震源断層の直上に位置していたこ

とから、県内全域で震度６以上の激しい揺れに見舞わ

れ、死者・行方不明者は約3.3万人、住家全潰は東京

府(当時)の約2.5万棟を大きく上回る約6.4万棟に

上るなど、極めて甚大な被害が生じました。

　神奈川県では、これら震災の被害や教訓を次世代へ

とつなぎ、県民の地震防災・減災対策を推進するため

に、今年度様々な取組を行います。

２　県民参加型イベントの実施
　防災・減災を進めるうえで自助・共助の取組みは重

要であり、多くの県民を巻き込んだ取組が不可欠です。

　神奈川県は、９月２日（土）・３日（日）の２日

間、震災復興のシンボルである県庁本庁舎周辺で「関

東大震災から100年 かながわ消防防災フェア」を

開催します。イベントでは震災被害写真の展示や特別

番組の上映、有識者を招いたシンポジウムのほか、防

災車両の展示や体験型ブースの出展等を予定してお

り、幅広い世代が参加できるイベントを通じて、県民

の地震防災の取組推進や意識啓発を図っていきます。

　また、９月17日（日）・18日（月・祝）には、国

内最大級の防災イベント「ぼうさいこくたい2023 in 

神奈川」が横浜市保土ヶ谷区の横浜国立大学で開催さ

れます。主催の内閣府や地元の横浜市と協力し、広く

県内外へ参加を呼び掛け、大会を盛り上げていきます。

３　次世代への継承
　関東大震災から100年を契機に、その教訓を捉え

直すことで地震災害を我が事と捉え、記憶と教訓を次

世代に引き継ぐため、県内に数多く存在する関東大震

災関連遺構・記録等のデータベース化や、震災特別番

組の制作・放送等を行います。また、それらの資料を

県ホームページ上で発信するなど、広く県民の皆様に

活用いただくための取組みを進めていきます。

４　地震被害想定・地震防災戦略の見直し
　神奈川県は、令和５年度から２カ年で、県地震被害

想定の見直しを行います。

　次期調査では、県や市町村の防災・減災施策の基礎

資料として活用するため、前回調査(平成27年公表)

以降の社会構造等の変化を反映し、調査を行うほか、

県民一人ひとりの防災・減災の取組み推進につながる

よう「県民目線のシナリオ」策定するなど、内容の充

実を図ります。

　また、令和６年度に最終年度を迎える県地震防災戦

略についても、併せて改定を行い、大規模地震への防

災・減災の取組みを引き続き推進していきます。

関東大震災100年事業ホームページ
https://www.pref.kanagawa.jp/docs/j8g/100th.html

かながわ消防防災フェア
ロゴマーク

かながわ消防フェアの様子（2018） 関東大震災100年事業ロゴマーク
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小田原市【関東大震災100年事業】小田原市【関東大震災100年事業】

神奈川県小田原市防災部防災対策課地域防災係

 小田原市では、これまで「防災講演会」と称し、年
１回程度市民向けの講演会を行っておりましたが、
もっと身近で分かりやすいことを学びたいなどのご意
見が多くあったことから、昨年度より、防災初心者向
けにも分かりやすい内容で、小田原市の持つ、広く自
然豊かな地形の抱える災害リスクごとにテーマを絞っ
て、研修会を行うこととしており、今年度は防災研修
の開催、市出先施設等でのパネル展示、防災アプリを
使用しての啓発などを予定しております。今年は、関
東大震災発生から100年の節目の年ということもあ
り、より多くの方々に研修に参加いただくとともに、
研修を通して学んだことを家族や友人と話して、防災
対策について改めて考え、一人ひとりの防災意識向上
に繋がる良い機会になることを願っています。

昨年度の防災講演会の様子

　具体的な開催内容は下記のとおりです。
事業開催期間
令和５年７月２日（日）～９月４日（月）
防災講演会開催予定

日時 場所 内容

１ ７月２日（日）
14:00～16:00

市民交流センター
UMECO　会議室１

防災講演会
（箱根ジオパーク主催）

２ ７月22日（土）
14:00～16:00

市民交流センター
UMECO　会議室１

語り部による災害伝
承

３ ８月26日（土）
10:00～12:00

生涯学習センター
けやき　ホール

防災講演会
（関東大震災）

４ ９月３日（日）
14:00～16:00

三の丸ホール
小ホール

防災講演会
（歴史地震研究会主催）

パネル展示開催予定

期間 場所
７月24日（月）～

８月７日（月）小田原市市民交流センターUMECO

７月24日（月）～
８月７日（月）小田原市立中央図書館（かもめ）

８月７日（月）～
８月21日（月）川東タウンセンターマロニエ

８月７日（月）～
８月21日（月）小田原駅東口図書館

８月21日（月）～
９月４日（月）小田原市役所２階ロビー

ソフト事業
　令和５年２月に、災害発生時、またはその恐れがあ
る場合に、一人ひとりの手元に市からの情報を届ける
ことができるスマートフォン向けアプリ「おだわら防
災ナビ」をリリースいたしました。
　事業開催期間には、このアプリケーションにて、地
域の災害伝承資料の配信などを行います。

アプリ二次元バーコード

市ホームページ
防災講演会のページ
https://www.city.odawara.kanagawa.jp/field/

disaster/disaster/torikumi/P34024.html

防災アプリのページ
https://www.city.odawara.kanagawa.jp/field/

disaster/disaster/topics/p35489.html
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～『防災』に“楽しい”や“美味しい”をプラス～～『防災』に“楽しい”や“美味しい”をプラス～
いたばし防災＋（プラス）プロジェクトいたばし防災＋（プラス）プロジェクト

東京都板橋区危機管理部地域防災支援課

　板橋区内には、地域の自主的な防災活動組織が
207組織あります。
　新型コロナウイルス感染症の蔓延以降、集まって行う
防災訓練が困難になった中でも区民に防災への関心を
失ってほしくないという思いから、板橋区は令和２年
度に「いたばし防災＋プロジェクト」を開始しました。

「いたばし防災＋プロジェクト」とは
　これまで防災に興味のなかった人にも気軽に防災に
ついて考えてもらえるよう、少しかたくるしいイメー
ジのある『防災』に、“楽しい”や“美味しい”、“新
しい”などの付加価値をプラスしていく取組です。動
画配信やオリジナルレシピの開発などを通じて、より
幅広い層に防災に対する意識・関心を高めてもらい、
地域全体の防災力向上へつなげていくことを目的とし
ています。

プロジェクト「いたばし防災＋チャンネ
ル（動画配信）」

　“楽しく”防災知識を身に付けていただくことを目
的に、職員が身体を張った動画を作成し、YouTube
にて公開しています。区内の「資生堂美容技術専門学
校」とコラボした『防災×美容』動画や、ペットのか
わいさに癒される『ペット防災』動画など、特に若い
世代が防災を身近に感じるような動画を職員自ら企画
し、撮影・編集まで行っています。

プロジェクト「防災レシピブック」
　“美味しく”災害に備えてもらうことを目的に、区
の栄養士とともに防災備蓄食を使ったレシピを開発
し、ローリングストックの普及啓発に取り組んでいま

す。令和４年度には山芳製菓株式会社（本社板橋区）
の協力を得て、「わさぎゅ～とクッキング」を企画。
同社のヒット商品「わさビーフ」を使った日常のおか
ずレシピも掲載しました。

プロジェクト「災害体験DX」
　“最新の”デジタル技術を活用し、より楽しく気軽
に参加できる防災訓練を目指しています。AR（拡張
現実）技術により仮想の炎を消火する「AR火災煙体
験」や、VR（仮想現実）技術によりゲーム感覚で避
難所内を探索できる「VR避難所体験」などで、若い
世代の訓練参加を促しています。

　板橋区はその他にも、親子で楽しめる防災イベント
「いたばし防災＋フェア」や、高齢者の災害情報取得
を支援する「防災スマホ教室」、区内のスーパーと連
携した備蓄啓発「おうちで備えるキャンペーン」な
ど、様々なコンテンツを実施しています。

いたばし防災＋プロジェクト
https://www.city.itabashi.tokyo.jp/bousai/bousai/ 

1029032/index.html

いたばし防災＋プロジェクト Instagram
https://www.instagram.com/ita_bousai_plus/
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未来の消防団員へ地域防災教育及び加入促進未来の消防団員へ地域防災教育及び加入促進
～消防団と小学校が最強タッグ～～消防団と小学校が最強タッグ～

兵庫県福崎町消防団

１　目的・経緯
　福崎町は人口２万人弱、古くから交通の要衝として

栄え、周囲を緑の山に囲まれ、中央部を清流市川が流

れる自然豊かな町です。消防団員は600名で、その

平均年齢は約33才と、全国的に見ても若く、30年以

上定員割れしていない組織でもあります。しかしなが

ら、近年は、団員確保に苦慮しております。その理由

として地元からの人の流出が考えられます。

　そこで、町の大人たちが消防団員として活躍してい

る姿を子どもたちに見てもらうことにより、消防団を

より一層身近に感じ、防火・防災にも役立ててもらお

うと、地元小学校や地域と消防団が連携協力した活動

をすることになりました。この取組により幼い時から

消防団の大切さや重要性等の意識を持ってもらい、大

人になったときに一人でも多く消防団に入団してもら

えるよう、若手の加入促進と地域防災力の強化も目的

としています。

ドローンからの映像をお楽しみください

（合同防災訓練）

▶https://youtu.be/mYLw9UNR2ao

２　活動の内容
⑴　合同防災訓練

　小学校で消防団実践的放水訓練の実演や児童による

放水体験、消防団からの講話、車両見学等を全校児童

対象に実施しています。平日の日中に行うため、団員

にとっては非常に出にくい時間帯ですが、地域の子ど

もたちのためにと、多くの団員が毎年参加してくれて

います。

⑵　消防団見学

　小学校３年生を分団のポンプ庫に招き、消防団や自

治会役員（消防団OB）から消防団の役割や意義、体

験談の説明をしています。また、車両や資機材、装備

品に触れてもらい、全員に放水体験も行っています。

団員にとってみても消防団員として地域の子どもたち

に触れる機会は、地域に貢献している実感を得ること

ができる場として、とても重要だと考えています。

気分は消防団員（消防団見学）

⑶　心肺蘇生法講習会

　町内小学生や保護者、こども園等職員へ心肺蘇生法

やAEDの使い方を指導しています。これからも多く

の住民の皆様に心肺蘇生法等の大切さの普及に努めて

いきます。

３　成果
　福崎町消防団は各集落単位に分団を有し、『自分た

ちの地域は自分たちで守る』という意識が定着してい

ます。活動を通じ、児童が集落内の各分団員の実践的

放水訓練に触れ、体験をしてもらうことにより、消防

団員への憧れや親近感を持つことで、将来の消防団へ

の加入を期待しています。また、児童の保護者である

団員が訓練内で活躍している姿を間近で見てもらうこ

とにより、団員自身が社会に貢献しているという実感

を得ることができます。何より、児童が直接消防団員

の活動に触れることにより、地域への愛着が持てる地

域づくりがなされることが期待されます。
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スマホで５分！簡単訓練！スマホで５分！簡単訓練！
～避難訓練ＯｎLINE～～避難訓練ＯｎLINE～

大阪府藤井寺市危機管理室

　大阪府の南東部に位置する藤井寺市は、市域の北側

に１級河川大和川が西流、東側に１級河川石川が北流

し、北東部で大和川に合流するため、高い水害リスク

を抱えています。

　ハザードマップでは、市域の５割以上の区域で浸水

が想定されており、災害時の迅速な避難行動が重要と

なることから、いつでも、どこでも避難に必要な知識

を学ぶことができるツールとして、本市のLINE公式ア

カウント上で、令和４年８月に風水害を想定した訓練

「避難訓練OnLINE」を公開しました。

　訓練の内容は、大雨の予報を見聞きした時点から避

難完了までに必要な知識を時系列順に確認するもので

す。例えば、警戒レベル１の段階では、気象情報の入

手先、ハザードマップ、避難先を順に確認します。確

認ができたら次の段階へと順に進んでいき、安全に避

難を完了するまでのイメージトレーニングを行います。

　特徴としては、LINEのトーク画面上で完結するこ

と、５分程度で簡単に実施できることが挙げられま

す。LINEアプリがあれば時間や場所を選ばず実施で

きるため、“地域の訓練に参加できなかった”、“訓練

で学んだ内容を再確認したい”などの場合に活用して

いただけます。また、情報量を最小限とすることで、

時間がない方にも短時間で効果的に学んでいただくこ

とができます。

　内容検討の際には、他部署の職員からも意見をもら

い、状況をイメージしやすいイラスト、簡潔でわかり

やすい文章、関西弁を使って親しみやすくするなど、

楽しく学べるよう工夫をしました。

　また、この訓練で学んだことを実際に生かしてもら

うことを目的に、マイ・タイムラインの作成機能を合

わせて公開しました。マイ・タイムラインは、風水害

が発生するまでに自身がいつ、何をするかをまとめた

行動計画です。事前の準備や避難のタイミングなどを

まとめておくことで、災害が迫ってきた時に落ち着い

て行動することができます。この機能では、LINEの

トーク画面上で簡単な質問に答えていくことでマイ・

タイムラインを作成でき、LINEの画面上でいつでも

確認することができます。

　これらの機能とともに防災情報へアクセスする窓口

としてLINE上に防災メニューを整備しました。ま

た、令和５年１月には避難訓練OnLINE地震編を公開

するなど、LINEを活用した防災の取組を進めており

ます。今後とも様々な手段を用いて市民のみなさまへ

防災情報をお届けできるよう努めてまいります。

【関連ページ】

避難訓練OnLINE（藤井寺市ホームページ）

https://www.city.fujiidera.lg.jp/soshiki/

kikikanri/kikikanri/saigai_sonae/

evacuation_drills_OnLINE.html

「避難訓練OnLINE」の画面
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まんがやアニメで防災を楽しく学ぶ！まんがやアニメで防災を楽しく学ぶ！

高知県危機管理部南海トラフ地震対策課

　高知県では、県民の皆様がまんが文化を活かして楽

しく防災を学ぶため、「防災まんが選手権」を令和３

年度から開催し、受賞作品等をホームページなどで公

開しています。

　本年度につきましても下記のとおり、「第３回防災

まんが選手権」を２部門で開催しますので、たくさん

のご応募をお待ちしています！

募集部門：�①フリー部門（『防災』に関する内容であ

ればどんな作品でも応募可能）

　　　　　�②テーマ部門（『揺れがおさまったら、す

ぐ避難（津波からの早期避難）』）

応募資格：�不問（年齢やプロ・アマ等一切問いません）

募集期間：�令和５年７月１日（土）～令和５年９月30

日（土）

そ の 他：�賞金や応募規約、応募方法は公式ホーム

ページをご確認ください。

第３回防災まんが選手権

https://mangaoukoku-tosa.jp/page.html?page_

id=029055817456

第２回防災まんが選手権　テーマ部門【大賞】
『家族のあいことば』（みなとなみ様）

第２回防災まんが選手権　フリー部門【大賞】
『我が家のロー活』（たちま様）

　また、昨年度から、『防災まんが選手権』の受賞作

品を基に『高知県防災アニメ』を制作していますの

で、是非ご覧ください。

高知県防災アニメ

高知県防災アニメをYouTube等で配信中！！
https://www.pref.kochi.lg.jp/soshiki/010201/ 

2022101900094.html

高知県防災アニメ『津波第二波』
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熊本県防災センターが完成熊本県防災センターが完成

熊本県知事公室危機管理防災課

ムと災害対策本部会議室等をモニターで繋ぐことで、

リアルタイムで情報共有が可能となり、熊本県内にお

ける災害対応の指令拠点のみならず、九州を支える広

域防災拠点としての機能強化を図っています。

　また、防災センター1階の展示・学習室は、県内各

地に点在する震災遺構や拠点を巡る回廊型のフィール

ドミュージアム「熊本地震記憶の回廊」における中核

拠点の１つです。地域防災の担い手育成や、児童・生

徒の防災学習の拠点として、展示パネルやプロジェク

ションマッピング、VR、防災書籍等により、県内で

起きた過去の大規模災害での経験から得た教訓や災害

対応のノウハウを学ぶことができます。

プロジェクションマッピング

　座学やワークショップなどの防災研修を受講するこ

とができ、個人から学校や自治会、自主防災組織など

の団体まで、来館者の希望に合わせた研修コースをス

タッフがご案内します。

【ご利用案内】
開 館 日 時　　月～金9:00～17:00
休　館　日　　�土日祝日・年末年始（12月29日

～1月3日）
入　館　料　　無料
問い合わせ　　TEL：096−333−2111
※�研修スペースの利用（防災研修受講）を希望す

る団体は事前申込要。

　熊本地震及び令和２年７月豪雨等の経験を踏まえた

災害対応拠点として、熊本県防災センターを建設し、

令和５年５月から運用を開始しました。

熊本県防災センター

　熊本地震の際、防災センターが高層階（熊本県庁行

政棟新館10階）にあったことや、活動スペースが不

十分だったこと等から、新防災センター建設に当たっ

ては、低層階に災害対策本部やオペレーションルーム

等の災害対策の主要な指令機能を配置するとともに、

国の政府現地対策本部や自衛隊等の応援機関の活動室

の新設を行いました。

オペレーションルーム

　オペレーションルームは、自衛隊、警察、消防等の

活動部隊に加え、電気・ガス等のライフライン事業者

を配置するなど、大規模災害時の災害対応スペースは

これまでの3.3倍を確保した他、オペレーションルー
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防災リーダーと地域の輪

京都市左京区北部の大原地区は

田園風景が広がる山里で、多くの

人が訪れる観光地としても知られ

ています。

大原地区には12の集落が分散

して立地していますが、それぞれ

の町会（集落）ごとに防災マップ

や避難行動マニュアル、緊急連絡

網、さらに災害時要配慮者が記さ

れた「大原安心台帳」がつくら

れ、3年に一度更新して各家庭に

配布されています。防災マップに

は消防団がまとめていた大原地区

の過去の災害の情報も記載されて

います。

「大原地区には花折断層が通っ

ており、断層が活動して地震が発

生した場合には孤立するおそれが

あります。またそうなった時には

京都市内は大きな被害となること

が予想されるため、大原地区の支

援が後回しになる可能性が高い。

支援が来るまでは自助・共助でも

ちこたえる必要があります」と話

すのは、大原自治連合会前会長の

田家正雄さんです。

ご意見・ご感想は、内閣府（防災担当）　　広報誌「ぼうさい」担当宛にお寄せください。

令和5年7月7日
https://www.bousai.go.jp/kohou/kouhoubousai/index.html

●編集・発行
内閣府（防災担当）普及啓発・連携参事官室
〒100-8914
東京都千代田区永田町1-6-1
中央合同庁舎第８号館
TEL:03-5253-2111（大代表）
https://www.bousai.go.jp

●編集協力・デザイン・印刷・製本
第一企画株式会社
〒380-0803
長野県長野市三輪１丁目16-17
TEL:026-256-6360
URL:https://www.d1k-c.jp

関東大震災の発災から100年が経ちます。体験者が

少なくなり、「記憶」を伝えることが難しくなった現

在、残された「記録」や「教訓」をどのように後世

に継承していくのかは、私たちの世代に託された大

きな宿題です。本号の特集は、微力ながらも記録と

教訓の継承に貢献したいという思いを込めました。

今年は100年の節目ということもあり、関連イベン

トの開催をはじめ、各省庁や研究機関がウェブサイ

トに特設ページを開設するなど、関東大震災に関す

るさまざまな情報が発信されています。一人でも多く

の皆様に届きますよう。

●編集後記

きっかけは、平成25（2013）

年に策定した京都大原里づくりプ

ラン（改訂版）において、重点プ

ロジェクトとして「大原自主防災

計画の策定」を掲げたことです。

そして令和3年には目標としてい

た地区防災計画を策定し、市に働

きかけて従来2か所だった避難所

を4か所へと増やしたほか、避難

所運営を自ら担い、消防団の判断

で避難指示を発出できる体制も整

えました。避難所単位での防災訓

練を同時に実施することも行われ

ています。

大原地区の防災まちづくりを支

援するアドバイザーの石本幸良さ

んは、「里づくりプランも地区防

災計画も含めて、自力でここまで

実現しているのは凄いこと」と驚

きを隠しません。もっとも、最初

からすべてがうまくいっていたわ

けではありませんでした。

「最初の頃は安心台帳をつくる

と言っても、皆さん個人情報を出

したがりませんでした。それが地

道に活動を継続している中で、

徐々に理解が得られるようになっ

てきました。現在も『大原防災ま

ちづくりニュース』を定期的に発

行して全戸配布を続けています」

と話すのは、大原自主防災会総務

担当の上田修三さんです。

令和3年5月には実際に豪雨で

避難指示が出され、実際の避難所

の運営も経験し、その後の検証も

行われました。自治連合会と自主

防災会、消防団が一体となり、

「災害に自立できる強い里づくり」

を目指す活動は、確実に大原地区

の住民に浸透しています。

12の町会が一体となって目指す
「災害に自立できる強い里づくり」

第51回

京都市　大原自治連合会
大原自主防災会

▲避難行動マニュアル、地域の災害史がわかる防災マッ

プ、防災まちづくりニュース。いずれも全戸配布される ▲4か所の避難所同時開設の避難訓練の様子

大原自治連合会前会長の田家正雄さん
（左）、大原自主防災会総務担当の上田修三
さん（中）、アドバイザーとして活動を支援
する京・まち・ねっとの石本幸良さん（右）
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主催：防災推進国民大会実行委員会（内閣府、防災推進協議会、防災推進国民会議）　　協力： 神奈川県、横浜市、横浜国立大学

ぼうさいこくたい2023
K A N A G A W A

ぼうさいこくたい2023
K A N A G A W A

次の100年への備え
～過去に学び、次世代へつなぐ～

第8回防災推進国民大会

10:00～18:00
92023 17日 18 月 祝

10:00～15:30

開催場所
詳しくはWEBサイトで!

ぼうさいこくたい 検索

入場・参加
無料一部オンラインでも配信予定

どなたでも
ご参加

いただけます！




